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「東日本大震災被災者への支援と結びつけ、１１春闘後半のたたかいを進めよう」

　３月１１日に三陸沖で発生した「東日本大震災」は、私たちの想像を絶する規模の被害をもたらしています。なかでも岩手、宮城、福島各県の沿岸部の津波と東京電力福島第１原発の放射能漏れによる被害は日を追うごとに拡大しています。この状況に対して、全国各地で様々な人の支援が急速に広がり、私たち福祉保育労でも募金や物資支援などこれまでにできる限りの支援を続けています。今回の震災で、福祉保育労組合員には人命に関る直接の被害はなかったものの、自宅が津波で流されたり、家族や親せきが犠牲になるなど多大な被害を受けました。また組合員が働く福祉職場も、建物の一部倒壊や浸水、ライフラインの切断で一時使用できなくなるなど大きな影響が出ています。
　こうした事態のなかでも、組合員をはじめ多くの福祉労働者は、地震発生直後から懸命に福祉施設や保育所の利用者を守り続けています。自宅や家族の安否さえわからないなかで「無事に子どもを親に渡すまでは」と保育園に泊り続けたり、施設の電気や水道が止まっても子どもたちを励ましながら２日間をともに過ごしたという報告もあります。また地域の高齢者の避難所として多くの人たちを受入れながら、人手も少ないなかで焚き火をして必至に食事を提供したなど、自分たちが被災者であるにもかかわらず利用者や住民を精一杯に守る姿は福祉労働者の役割と専門性を再認識させられるものでした。
一方、春闘前半を振り返ると、賃金引下げの逆提案、キャリアパスを口実にした人事考課の導入など、この間の制度改悪や補助金削減の影響を受けた賃金や労働条件のいっそうの悪化が全国で進んでいます。職場では、要求書の提出や団体交渉が重要な時期を迎えていますが、震災の非常事態のなかで交渉が延期されたり、「それどころではない」といった空気のなかで職場によっては春闘での労使交渉などがうやむやにされる場合もあります。　
２０１１春闘は、社会的な問題である福祉労働者の低賃金や劣悪な労働条件を改善し、公的福祉制度を守るうえで極めて重要な意味をもっています。政府は介護保険法改定案や地域主権一括法案、障害者基本法見直し方向などをすでに閣議決定し、国会にいつでも上程できる準備をしています。子ども子育て新システム法案も同様に準備が進められ、国会が予断を許さない状況にあることは変わりがありません。また経済同友会は、３月３０日付けで「人間としての尊厳を尊重した医療・福祉ビジネスの発展」を発表し、震災のさなかに「金儲けの方針」を示すなど、福祉構造改革を推し進めようとする動きはなお活発です。

こうした攻撃に対抗し権利としての社会福祉を守っていくことが、被災地の復旧・復興にとって大変重要なことです。震災で大きな被害を受けた組合員や住民の人たちへの支援とともに、職場や自治体、国に対する要求運動を前進させ、組織・共済拡大キャンペーンを成功させていきましょう。私たちは、そのために奮闘し２０１１春闘を前進させてくことを決意し、ここに決議します。　
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